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関東地方整備局では、令和３年１０月２６日(火)に、公共事業の効率性及びその実施過程の透

明性の一層の向上を図るため、事業評価監視委員会を開催しましたので、審議結果をお知らせし

ます。 

審議結果は、別紙のとおりです。 

※配付資料については、関東地方整備局ホームページでご覧下さい。 

関東地方整備局HP(https://www.ktr.mlit.go.jp/) → 社会資本整備 → 関東地方整備局における公共事業の評価 

URLダイレクト入力の場合 https://www.ktr.mlit.go.jp/shihon/index00000018.html 
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 令和３年度第３回 関東地方整備局事業評価監視委員会の開催結果について 



 

  

（別紙） 

令和３年度第３回 関東地方整備局事業評価監視委員会 

審議結果 
 

１．日  時 令和３年１０月２６日 (火) １４：００～１７：２０ 

２．場  所  さいたま新都心合同庁舎２号館 １４階 「災害対策本部室」他 

３．開催方式    WEB会議 

４．出 席 者 

［委員長］ 

朝倉 康夫  （東京工業大学環境・社会理工学院教授） 

［委 員］ 

小野 良平  （立教大学観光学部観光学科教授） 

加藤 浩徳   (東京大学大学院工学系研究科教授) 

河野 多美  （株式会社JTB ﾊﾟﾌﾞﾘｯｼﾝｸﾞﾗｲﾌｽﾀｲﾙﾒﾃﾞｨｱ編集部長） 

古関 潤一  （東京大学大学院工学系研究科教授） 

鈴木 崇之  （横浜国立大学大学院都市ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ研究院教授） 

田中 規夫  （埼玉大学大学院理工学研究科教授） 

手塚 広一郎  （日本大学経済学部教授） 

平澤 哲哉  （東京商工会議所地域振興部長） 

山﨑 誠子  （日本大学短期大学部建築・生活ﾃﾞｻﾞｲﾝ学科准教授） 

（敬称略、五十音順） 

［関東地方整備局］ 

局長 若林、副局長 笹川、副局長 石橋、企画部長 見坂、建政部長 大井、河川

部長 塩井、道路部長 髙松、港湾空港部長 衛藤 他 

  

  



 

 

５．審議結果 

 １) 再評価 

・対応方針（原案）の審議（全11件） 

・事務局が説明した11件は、対応方針（原案）の通り了承された。 

 

＜評価対象事業＞ 
事業 

区分 
事業名 事業主体 

対応方針 

(原案) 

審議

結果 
委員からの主な意見等 

公園 国営常陸海浜公園 関東地方整備局 継続 了承 

国営常陸海浜公園のような非常に大規模な公園で「大規模公園費用対

効果分析手法マニュアル」を適用する場合、マニュアルで示す競合公

園の設定方法などが妥当であるか検証すべき。 

また、公園内の一部でPFI事業を行う場合、民間投資とその効果をど

うB/Cに組み込むか検討すべき。 

 

河川 

富士川水系直轄砂防事業 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

利根川水系直轄砂防事業（利根川） 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

道路 

一般国道6号 日立バイパス（Ⅱ期） 関東地方整備局 継続 了承 前回再評価よりB/Cが増加した理由を資料に記載した方がよい。 

一般国道20号 日野バイパス（延伸）Ⅱ期 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

一般国道139号 都留バイパス 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

一般国道468号 首都圏中央連絡自動車道 

（東金茂原道路） 
関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

一般国道51号 大栄拡幅 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 



 

 

道路 一般国道158号 奈川渡改良 関東地方整備局 継続 了承 

・コスト縮減の取り組みは、将来の維持管理を考慮した総合的な対策

を考えてほしい。 

・以下の付帯意見をもって、原案通り了承とする。 

【付帯意見】 

①費用便益分析に含まれない効果として、観光面や防災面など本事業

に即した効果を示すことが重要。 

②その際には、最新の交通データや分析手法を用い、平時・災害時の

交通挙動を定量的に分析し説明すること。 

港湾 

東京湾中央航路開発保全航路整備事業 関東地方整備局 継続 了承 特になし。 

鹿島港外港地区国際物流ターミナル整備事業 関東地方整備局 継続 了承 

今回追加された事業は、別途新規採択時評価された事業であり、比較

のため、個別に評価した場合のB/Cを参考値として記載したほうがよ

い。 

２) 報告 

以下の審議結果について報告を行った。 

事業

区分 
事業名 

河川 

常陸利根川直轄河川改修事業 

鶴見川直轄河川改修事業 

利根川総合水系環境整備事業（霞ヶ浦環境整備） 

鶴見川総合水系環境整備事業 

 

［その他の意見］ 

・コスト増の要因分析を行い、今後の新規事業採択時にあたっては、将来の増額リスクをあらかじめ事業費に反映することを検討して欲しい。（道路事業全般） 

・費用便益分析に含まれない効果について、定量的に算出する手法を取り入れることが望ましい。（道路事業全般） 

・電線共同溝の事業評価にあたり便益・費用を定量的に把握することが重要。そのため維持管理費等の費用を分析することが望ましい。（道路事業全般） 


